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① 東京一極集中は日本に特殊な現象か 

a 日本では、東京一極集中という批判が強いが

世界の中で見てみると、日本だけが一箇所

に集中しているわけではない。 

b 図１は、世界の都市順位一位の都市の人口を   

１とした相対的人口を示している。 

 

 

c 日本は世界では平均くらい。なかなか下がらない国は、インド、フィリピンぐらい。な

んで中国が下がらないかというと 1000 万都市がすぐできてしまう。1000 万都市が並ん

で集中しない。一億都市というのは、地下鉄を考えても難しい。 



 

 

② 東京はもはやアジアの特別な都市ではない 

a 世界の都市の総合力ランクを見ると、ニューヨーク、ロンドン、パリ、東京、その下に

シンガポール、ソウル、香港と迫っている。経済は、日本がトップですけどその下に

北京、シンガポール、香港、上海、ソウルとある。研究・開発では東京が２位でその

下にソウル、シンガポール、香港とある。シンガポールでは大学を作ったり、研究拠

点を作ったりしている。医学研究ではなかなか勝てないのではないか。だからもはや

東京が特別ということは難しい。 

 



 

 

③国全体でも同じ状況だ 

a 国全体でも、東京と同じように特別ではなくなってきている。 

ｂ下図では一人あたり購買力平価 GDP を示している。購買力平価 GDP というのは、為替

レートで見ると日本は物価が高いので、為替レートではなく物価の高さを調整して、

本当の一人あたりの日本人の生活水準をわかるようにした為替レートである。一番上

にあるのが東京です。東京ですら追い抜こうとしているのが香港です。日本を追い抜

いてしまっているのは台湾です。日本は 1990 年代に一人あたりの豊かで香港や、シン

ガポールに追いぬかれて、そのあと台湾にも追い抜かれたし、もうすぐ韓国にも追い

抜かれる。イギリス、フランス、ドイツと同じだからいいじゃないかという言い方も

あるが、そういうことを言っていられない。 

 



 

c 韓国が躍進している。輸出の伸びがすごい。世界の輸出の伸び発展アジア（日本を除い

た国々）韓国は、発展アジアとほぼパラレルに伸びている。日本は先進国より低い。

なぜ日本の輸出は伸びないのか。為替レートによるものが大きい。 

d なぜこうなったかというとデフレである。日本が金融政策をしなかったことに問題があ

る。下図が日韓の一人あたり GDP（名目ドル、名目 PPP ドル）の推移で、韓国にはまだ

抜かれていないが、時間の問題である。これを為替レートで見ると円高だから高い、

為替レートで見ると倍近いが、実質的な生活水準である購買力平価でみるとほとんど

同じで抜かれるのも時間の問題である。 



 

 

④東京一極集中か、大阪問題か 

a よく東京一極集中と言われるが、本当に東京一極集中が問題なのか、実は大阪問題では

ないか。下図は県内総生産のシェアである。これによると東京・大阪圏以外が変化し

ていないことがわかる。東京圏は最近上がっているのに、大阪圏が下がっている。つ

まり東京一極集中ではなく、大阪が下がっているのではないか。 

 



 

b 大阪と東京の一人あたり所得を見ると、リーマン・ショック後で下がっている。大阪は、

3位からさらに下がっている。静岡の方が大阪より高い。兵庫、神戸も下がっている。 

c 東京一極集中が世界の中で特殊ではないと言ったが、韓国・台湾では、ソウルと釜山、

台北と高雄の関係では格差が拡大している。これと比べれば、東京と大阪の関係では、

大阪・神戸が意外と頑張っている。ただ、現状のままだと釜山や高雄になってしまう。

橋下市長はこの大阪の危機感を表している。 

 



 

⑤大阪は発展を望んでいるのか 

a そもそも大阪は発展を望んでいるのか、という疑問を持ってしまう。というのは、なぜ

新大阪駅があるのか、なぜ大阪駅は梅田と直結していないのか、なぜ谷町線は梅田を

通らないのか、なぜ都心で路線が止まってしまうのか。発展したいのであればこれら

について対応すべき。これは新たに駅を作っていろんなところを発展させようという

建設省、運輸省の発想で国土の均衡ある発展を目指している。大阪の集中力は欠いて

しまっている。 

b 大阪維新の会の問題提起は、地方が中央に頼ることで本当にうまくいくのかということ。

税金というのは人の金で、とくに地方自治体にとっては、自ら徴税しないことから国

民、国という意味で二重の意味で人の金ということ。だから消費税の地方財源化が必

要。税収格差が広がるという意見もあるが、法人事業税の方が格差が大きく、消費税

の方がよい。 

 

⑥地方は地方分権を望んでいるのか 

a 明治維新直後の人口が最も多いのは新潟県だった。人口は米の生産量に左右されるため。

そして、農業は面積に応じて量が取れるので、成功失敗が大きく外れることはないが、

工業化はどこの地域が成功するかわからない。オフィスになったらさらに差が出る。



うまく行ったところはどんどん発展し、そうでないとこはうまくいかない。これをど

うにかするために、日本はたくさんの補助金を配っている。 

b 下図は、一人あたり地方税収が上位の県と下位の県を書いている。補助金を足すと、逆

転する。イギリスはむしろ首都圏が伸びる。ドイツはちょうど１になるようにしてい

る。アメリカは変化なし。 

 

c 都市の順位も変わっている。戦前は変化が多く、戦後は変化が少ない。高度成長の時は

動いている。最近少し動いたのは、合併によるもの。どうして動かないかというと、

補助金を配って一定にしているから。アメリカの場合は動いている。 

 

⑦アメリカにおける豪邸の地方分散 

a アメリカは日本より地方分散している。人口も所得も分散している。ここでは豪邸の地

方分散について説明する。 

b 豪邸は、アメリカでは 100 万ドル以上、日本では 1 億円以上で販売されている。09 年

リーマン・ショック後のため販売の件数が多いのではないかと思う。日本と違い知名

度のない都市にもある。同じレベルの都市に豪邸があるアメリカとない日本。豪邸が

売られているということは、金持ちがいるということ。因果関係を逆転させると、全

米に金持ちがいるということになる。豪邸があるということは、そこで何か成功して

いる人がいてそこで何か仕事を作っていることを示している。所得の分散をもたらす

仕組みがあり、豪邸街があることがわかる。 



c 日本には、大阪や神戸以外の地方には、「豪邸街」がない。豪邸街というのはエリート

が住んでいて、アメリカの政治はそのエリート間の競争が行われていることを示す。

日本の場合、「豪邸」はあるが「豪邸街」ではないため、エリートはいるがエリート

間の競争がないことを示している。 

 

 

 

⑧日本の住宅街の整備不足 

a 田園調布の西・東の地価の格差は 1.5 倍くらいある。客観的に見ると同じだが、西側に

行くとまちなみがよくてかっこがいいということで高い。暮らしやすいのは商店街が

ある東側のはずだが、東側の地主はまちなみが悪いということで損している。それは

まちなみの整備が不足しているということ。 

b 整備した街は中国人に売っていけばいいと思う。日中間でいえば、日本に中国の財産が

ない。いつも一方的にやられている。家の分割を禁止し、高級住宅街をつくり、中国

人に売る。それが戦略的互恵関係になる。実際にシンガポールがやっている。夜に中

国人が騒ぐという反論もあるが、日本人が騒ごうが中国人が騒ごうが、変わらない。

その上、そういった行為に対して、厳しく罰すれば問題はない。 

 

⑨蒲田駅前の物語 

a70 年代から全く新しい建物が立っていない。桃幻社ビルで失敗したことで、何もしない

ことが最適戦略になっている。大金持ちになりたという願望がない。 



 

質疑応答 

Ｑ：農家の場合、長期的なスパンで考える。韓国は短期的な成功ではないのか、時間軸

を伸ばした時、成功といえるのか。こうした時間軸も考慮にいれるべきではないか。 

Ａ：全くそのとおりでヨーロッパがまさにそう。日本には立派な家が並んでいるところ

がない。ヨーロッパでは、何代にもわたって家の中身をリフォームして使っていく。

日本も土地だけでなく住宅の資産価値を重視して、家を買うという場合そこに住む

という時間軸の長い文化を作っていくべきとも言える。これはある広さがあるから

できる。狭い家ではできないので、敷地分割は禁止すべきだ。なぜ分割するのか。

相続の際、キャッシュで分割すると、税金がかかる。この仕組がおかしい。固定資

産税を上げればいい。 

 

Ｑ：10～20 年より長い 30～40 年という長いスパンでみた時に、日本はどうなるか。人口

が減るのに栄えるのか。日本の魅力づくりをどこまでできるのか。人口 1 億人の国

に外国人が 860 万人しか来ない。こういう国をつくるのだという発想は、なにかな

いのか。 

Ａ：人口が減ること自体は問題ないと思う。人口が減るから一人あたりが貧しくなるこ

とはない。シンガポールも香港も豊かだ。世界に開いてに商売をしていれば問題な

い。問題は高齢化。負担がものすごく大きい。特に年金医療が大きい。だから高齢

者には働いてもらい、年金を貰わないでもらう。そうでないと社会保障費を払える

はずがない。また、お金を外から持ってくることでやっていく。そのためには、ま

ちなみが重要。でないと外から人は来ない。 

 

Ｑ：日本には豪邸がない。相続が原因と思う。分割せざるを得ない。税法の問題。外国

はどうなっているか。 

Ａ：相続税のない国はいっぱいある。長子相続の国はあるが、基本的に平等に分ける国

が多い。なぜ分割されないかというと、分割が禁止されている国が多くて、キャッ

シュにして分けている。これによって、まちは残すけど住んでいる人は違うという

ことになる。 

 

Ｑ：買う側にも問題がある。キャッシュを持っている人が減っている。最終的には、マ

ンションにしてしまう方がよいということになってしまう。税制や都市計画に問題

があるのではないか。 

Ａ：固定資産税をあげると地価は下がる。それによって毎年のフローを多く払うことに

なる。一度にキャッシュで払えなくても、少しずつなら払えるという人は多い。そ

れなら固定資産税が高くて、地価が低い方がよい。お金のない人は売らざるを得な



い。それによって売り買いが増え、新しい人に土地を渡すことができる。 
 


